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点について検討し，CCS 事業全体での CO2 収支の評価や，貯留リスク評価から事業全体を考慮し
た貯留の環境影響評価への転換等を示した。これらの課題解決には，事業全体を一体的に捉えるフ






2 日本における CCS の環境影響評価




1 各国の事例を集めた網羅的分析として，Howard Herzog, Lessons Learned from CCS: Demonstration and
Large Pilot Projects, MIT Energy Initiative (2016), Toby Lockwood, Public outreach approaches for carbon cap-
ture and storage projects, IEA Clean Coal Centre (2017), Barenrecht について下田昭郎・窪田ひろみ・横山隆
壽「CCS の普及障壁に係る不確実性の事例調査」（電力中央研究所，2011年），ドイツの事例について Lud-
wig Kr äamer, Germany: A Country without CCS (Ian Havercroft, Richard Macrory, Richard Stewart, Carbon
capture and storage: emerging legal and regulatory 2nd Edition (2018) pp. 5974），英国の事例について
Patrick Dixon, Theo Mitchell, Lessons LearnedLessons and Evidence Derived from UK CCS Programmes,
20082015, CCSA (2016)，ROAD について Andy Read, ROAD Project Lessons Learnt (2018) http://
www.industriewarmte.nl/Portals/3/CCS20-2020182001202320-20Andy20Read20-
20ROAD2020.pdf [2018年 9 月17日確認］











（public acceptance）と事業費調達の失敗が挙げられる。CCS の社会的受容に失敗した大規模 CCS
事業として，オランダの Barenrecht やドイツの事業などがあり，事業費調達に失敗した事例とし


























の CO2 漏出による責任の取り扱いは従来にない法的課題である4），CCS の環境影響評価の法的枠
組みについても，CCS の特性を踏まえた観点から検討される必要があるだろう。本稿では，CCS
の環境影響評価の法的課題について日本，EU 及び英国について比較検討し，これまであまり論じ
られなかった CCS の貯留以外のプロセスについて，CCS 事業全体として包括的に捉え直した上で，
CCS 事業全体（フルチェーン）を対象とする環境影響評価を実施する視点を示した。
































































































10 経済産業省・環境省「東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議取りまとめ」（2013年 4 月25日）。
http://www.env.go.jp/press/16597.html [2018年11月 7 日確認］
11 経済産業省「第 5 次エネルギー基本計画」（2018年 7 月）57頁。

































る（別紙 2（仮称）蘇我火力発電所建設計画に係る計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見 2. 各論
温室効果ガスの◯）。http://www.env.go.jp/press/103735.html [2018年11月 7 日確認］
14 Directive 2009/31/EC of the European Parliament and of the Council of 23 April 2009 on the geological
storage of carbon dioxide and amending Council Directive 85/337/EEC, European Parliament and Council
Directives 2000/60/EC, 2001/80/EC, 2004/35/EC, 2006/12/EC, 2008/1/EC and Regulation (EC) No 1013
/2006 (Text with EEA relevance) OJ L 140, 5.6.2009
15 CCS 指令の内容からすれば，CCS 指令という略称はいわゆるフルチェーン CCS に関する包括的な指令とし
て誤解を与える危険性があり，本来は「二酸化炭素の地層貯留及び関連指令・規則の改正指令」や「CO2 貯
留指令」といった略称が適切かもしれないが，貯留が CCS の主要な特性であること，CCS 指令の略称が国
内外で一般的であるため本稿も従った。
 EU 及び英国における CCS の環境影響評価
 EU における法的枠組み
英国における CCS 事業は現在まで実施段階に至っていないが，CCS 実用化へ積極的に取り組ん
できたため，法制度がもっとも進んだ国のひとつである。以下では，英国の CCS の環境影響評価
の法的枠組みを検討する前提として，まず EU における法的枠組みを検討する。




廃棄物の船舶輸送規則（Regulation (EC) No 1013/2006）の中には，回収や輸送に関わる法令も
ある。
CCS 指令では貯留に伴う CO2 漏出の防止と環境影響への最小化を目的として，貯留サイトのリ
スク評価に関する手続や内容を定めている（4 条 3 項，附属書）。これとは別に，CCS の環境影
響評価について，EIA 指令の改正によって対応している（31条）。以下に説明する。
貯留サイトのリスク評価についてであるが，EU の CCS 指令においては，貯留許可の前段階と
して，適切な貯留サイトの選定手続が定められている（4 条）。ある地層を貯留サイトとして用い
るための適性は，潜在的貯留層（potential storage complex）及び周辺地域の特性評価とリスク評
価によって判断しなければならない（4 条 3 項）。貯留サイトしての選定要件は，前提使用条件の
もとで重大な漏出リスクがなく，かつ重大な環境または健康のリスクが存在しないことであるが




16 European Parliament and Council Directive 2011/92/EU of 13 December 2011 on the assessment of the
eŠects of certain public and private projects on the environment [2011] OJ L26/1 (EIA Directive), Annex I,
points 16, 23 and 24.
17 Council Directive 97/11/EC of 3 March 1997 amending Directive 85/337/EEC on the assessment of the
eŠects of certain public and private projects on the environment O‹cial Journal L 073 , 14/03/1997 P. 0005
0015 Annex I.
行為の際にも新たに許可を要するが（6 条），探索許可を保持する者が当該サイトの貯留許可を優





請の提出書類になっている（7 条 3 項）。日本の海洋汚染防止法の海底下廃棄許可の際に要求され
る潜在的海洋環境影響調査項目は，CCS 指令におけるリスク評価に相当する。
次に CCS の環境影響評価であるが，CCS 指令で環境影響評価指令の適用対象に関する改正が定
められている（31条 Amendment of Directive 85/337/EEC)16。環境影響評価が必要的な事業対象
を定める附属書（日本の環境影響評価法の第 1 種事業に相当）について，CCS の回収，輸送及
び貯留のすべてが対象とされている。具体的には，2009年 CCS 指令によって，附属書の「16.
輸送のための直径800 mm 以上で全長40 km 以上のパイプライン」の項目について，従来は「ガス，
油または化学物質の輸送」（1997年改正で追加17）が対象であったが，「地層貯留の目的での CO2
流の輸送（関連する高圧ポンプ（booster station）を含む）」が追加された。なお，地層貯留され
る CO2 は，高圧の超臨界状態（気体でも液体でもない状態）の CO2 流（CO2 stream）であるため，
従来規定の「ガス」とは別に規定を新設したものと思われる。また，「23. CCS 指令に基づく貯
留サイト」及び「24. CCS 指令に基づく地層貯留の目的で CO2 流を回収する施設（附属書の該
当施設からの回収または年間150万トン以上の回収）」が附属書へ新規に追加されている。
さらに，環境影響評価のスクリーニング対象となる事業を定める附属書（日本の第 2 種事業










18 CCS 指令の前文は「共同体レベルでは，（特に回収及び輸送に関する）CCS の環境リスクを管理するため
の法令がすでに用意されており，可能な場合にはそれらの法令が用いられるべきである。」と述べている。
19 英国の支援プログラム及び Peterhead の事業概要について，Toby Lockwood (note 1) at 5357.
20 White Rose の事業概要について，White Rose, K.01 Full Chain FEED Summary Report (2016) pp. 15.
https: // assets.publishing.service.gov.uk / government / uploads / system / uploads / attachment _ data /ˆle /
531384/K01_Full_chain_FEED_summary_report.pdf [2018年 9 月17日確認］




在のところ 3 件のみで，オランダの ROAD，英国の White Rose 及び Peterhead である。
 英国における CCS 事業をめぐる状況
英国は EU の CCS 指令に先駆けて国内法化の手続きを進めるとともに，火力発電所に対して
CCS の導入評価を義務付ける規制（CCS Ready）を課した。CCS 大規模実証事業に対する手厚い
支援プログラムを用意していたが，2015年には予算緊縮により突然支援プログラムを中止し，同
年には2025年までに CO2 削減技術を施さない既存の石炭火力発電所をすべて閉鎖するという目標
を発表した。また，2016年 6 月には国民投票の結果によって EU 離脱（Brexit）が決議された。こ
のため，CCS の政策的位置づけの変化と Brexit による影響を含めて，今後の法的状況に不明瞭な
点もあるが，現在でも英国の CCS の法制度は参考になる点が多い。また，日本と同様，海底下貯
留を前提としている点も法制度の点から参考になるため，英国を比較対象にした。
英国政府は2020年の CCS 事業の実用化に向けた支援策を実施しており19，2013年には 1 億ポン
ドの予算で，事業設計・計画・財政を支援する FEED (Front End Engineering and Design）を
Peterhead 及び White Rose プロジェクトと締結した。2012年 4 月に公表された CCS 商業化プロ
グラム（CCS Commercialisation Programme）は，総額10億ポンドの競争的資金を公募によって
配分する計画で，公募の結果，上記 2 件の FEED プロジェクトが対象になった。White Rose は
2014年に EU からも，NER300（革新的な再生可能エネルギー技術と CCS のプロジェクトに資金
を提供するプログラム）による 3 億ユーロの支援を獲得している。Peterhead は Shell 社によるプ
ロジェクトで，既存の天然ガス火力発電所に対して CO2 回収施設をレトロフィットし，年間100万
トンの CO2 を回収する計画だった。
White Rose プロジェクト20 は，重電大手 Alastom 社，ガス事業大手 BOC 社，英国最大の石炭
火力発電所（6 基3,960 MW）を有する Drax 社，及び送電・ガス供給事業の National Grid 社によ
る共同プロジェクトである。Drax 社がノース・ヨークシャー州 Selby 発電所隣接地で，426 MW
超々臨界圧（USC），酸素燃焼（Oxy-fuel）方式21 石炭火力発電所（Oxy Power Plant: OPP）を新
設し，発生 CO2 の90を回収（年間20万トン）する。回収された CO2 は，National Grid 社が敷
設する Yorkshire and Humber パイプライン（陸上及び海底。Drax 社以外にもヨークシャー地域
―  ―
22 環境影響評価の資料を含め開発許可への提出資料が下記で参照できる。White Rose については，https://in-
frastructure.planninginspectorate.gov.uk / projects / yorkshire-and-the-humber / white-rose-carbon-capture-
and-storage-project/?ipcsection＝docs [2018年 9 月17日確認］Yorkshire and Humber パイプラインについ
ては，https: // infrastructure.planninginspectorate.gov.uk/projects /yorkshire-and-the-humber /yorkshire-
and-humber-ccs-cross-country-pipeline/?ipcsection＝docs [2018年 9 月17日確認］
23 BEIS, Implementing the End of Unabated Coal by 2025: Government response to unabated coal closure consulta-
tion (2018) at 6.
24 The Storage of Carbon Dioxide (Licensing etc.) Regulations 2010, The Storage of Carbon Dioxide (Amend-
ment of the Energy Act 2008 etc.) Regulations 2011, The Storage of Carbon Dioxide (Access to Infrastruc-
ture) Regulations 2011。The Storage of Carbon Dioxide (Inspections etc.) Regulations 2011は廃案。
25 領海（12海里内）または領海を超えるガス輸入貯留区域（Gas Importation and Storage Zone: GISZ) (17条
）
26 イングランド，ウェールズまたは北アイルランドの陸域，イングランド，ウェールズまたは北アイルランド
に隣接する英国の内水の大部分の内部，直下，直上（The Storage of Carbon Dioxide (Amendment of the
Energy Act 2008 etc.) Regulations 2011 2 条）。
27 浅野直人『環境影響評価の制度と法』（信山社，1998年）105106頁。
の回収 CO2 を輸送）を通って北海の沖合90 km の海底に貯留する計画であった。Drax 社の OPP
建設事業と Yorkshire and Humber パイプライン敷設事業は，後述する2008年計画法の開発許可
の審査対象になり，環境影響評価が実施された22。
上述したように英国政府が2015年に予算緊縮で支援プログラムを中止したことによって，Drax
社は事業からの離脱を決定し，事業継続を模索した National Grid 社も資金調達ができずプロジェ




として，◯新設石炭火力発電所と同じ CCS 規制（CCS-Ready と CCS 設置義務付け）を課すとと
もに新設の石炭火力発電所の排出性能基準（Emissions Performance Standard: EPS）を課す，◯
濃度ベースで450 g CO2/kWh の排出原単位を適用すること，の 2 つの選択肢を示した。2018年 1
月にはコンサルテーション結果によって，◯の選択肢は，古い石炭火力発電所に対するフルチェー
ン CCS の費用は高額の割に効果が不十分であることや，フルチェーン CCS の投資決定，許可手
続，建設及び試運転は2025年以降までかかることの指摘があり，◯の選択肢が決定された23。
 英国における法的枠組み








29 The Town and Country Planning (Environmental Impact Assessment) Regulations 2017, The Town and
Country Planning and Infrastructure Planning (Environmental Impact Assessment) (Amendment) Regula-
tions 2018
30 The OŠshore Petroleum Production and Pipe-lines (Environmental Impact Assessment and other Miscel-
laneous Provisions) (Amendment) Regulations 2017
31 2008年計画法と許認可システムについては，洞澤秀雄「風力発電所の立地をめぐる紛争と法―イギリスにお
ける模索を通じて」札幌学院法学30巻 2 号（2014年）161頁以下に詳しい。
32 Planning Act 2008 ss 14 (1) (a) and 15 (2).
れている28。土地利用計画と開発許可に関する基本的な法律は，都市農村計画法（Town and
Country Planning Act）であり，地方計画庁に許可権限がある。同法の規則で環境影響評価に関す




2008年計画法（Planning Act 2008）は，50 MW 以上の発電所の建設または増設や一定規模以上








ally signiˆcant infrastructure projects: NSIP）に指定された事業（エネルギー，交通，水道，下水
道及び廃棄物の各分野）に関する複数の許認可とその手続を一本化して迅速におこなうための改革
を実施した31。イングランド及びウェールズの陸上に位置する，50 MW 以上の発電所の建設また
は増設は NSIP の対象になるため32，発電所における CO2 回収施設のほとんどは同法に基づく開発
許可（development consent）が必要になる。NSIP の開発許可は，各分野の主務大臣が策定する
全国政策声明（National Policy Statements: NPS）に基づき審査され，エネルギー分野の NPS は
当時のエネルギー・気候変動省（DECC）大臣によって EN1 から EN6 策定された。CCS に特




33 The Infrastructure Planning (Environmental Impact Assessment) Regulations 2009, 2017, The Town and
Country Planning and Infrastructure Planning (Environmental Impact Assessment) (Amendment) Regula-
tions 2018
34 DECC, Overarching National Policy Statement for Energy (EN1) (2011) para 3.3.4 at 17.
35 ibid.









在まで CCS に特化した NPS は策定されておらず，EN1 や EN2 においても，CCS に関して充
分な位置づけがなされたとは言い難い。NPS では，発電方式の優先順にほとんど言及されておら





CCS 義務付けが述べられている。英国の CCS Ready についてはよく知られているところであるが，









は政策の持続可能性評価（appraisal of the sustainability: AoS）をしなければならず（5 条），
AoS には戦略的環境影響評価も組み込まれている36。戦略的環境影響評価は，事業の上位にある計
画やプログラムを環境影響評価する手法で，EU では戦略的環境影響評価指令37（2001/42/EC）
が枠組みを定めている。環境に著しい影響を及ぼすおそれのある計画及びプログラム（3 条 1 項，
下線筆者）であって，農林業，漁業，エネルギー，産業，交通，廃棄物処理，水管理，通信，観
光，都市及び農村計画または土地利用の分野の事業実施段階の環境影響評価の対象事業の枠組みを
構成する計画及びプログラム（3 条 2 項）については，計画やプログラムを実施することによる
直接的，間接的な環境影響についての評価に関する情報を明示した環境影響評価報告書を準備する
―  ―
38 Meyric Lewis and Ned Westaway, Public Participation in UK CCS Planning and Consent Procedures in eds.
Ian Havercroft et al, Carbon Capture and Storage: Emerging Legal and Regulatory Issues (2018) at 88.
39 DECC, National Policy Statement for Fossil Fuel Electricity Generating Infrastructure (EN2) (2011) para
1.7.3 at 4.
40 The Infrastructure Planning (Environmental Impact Assessment) Regulations 2009, 2017, The Town and
Country Planning and Infrastructure Planning (Environmental Impact Assessment) (Amendment) Regula-
tions 2018
41 The Infrastructure Planning (Applications: Prescribed Forms and Procedure) Regulations 2009 開発場所
付近の 1 以上の地方新聞で連続 2 週間以上，全国紙で 1 回及び官報で 1 回，更に海洋開発関連の計画は
Lloyd's List（海運紙）で 1 回及び適切な漁業定期刊行物（ˆshing trade journal）で 1 回の公告が同規則 4
条で定められている。
42 Meyric Lewis and Ned Westaway at 92.















ていない。CCS に関していえば，発電所が NSIP に該当した際に，輸送のためのパイプラインや
貯留地付近の住民を対象範囲に含む義務は事業者にないことが指摘されている42。申請前における
参加手続のすべての要件が終了した場合にのみ申請が受理され，1 名の審問官（inspector）または





際，過去98件の NSIP 申請に対して許可が下りなかったのは 5 件で，そのうち 2 件が CCS 関係
―  ―
44 計画審査庁（Planning Inspectorate）のホームページで，これまでに申請が受理された NSIP のリストが掲
載されており，2018年11月 7 日確認時点で，98件が申請受理されている。審査手続がすでに終了している
76件のうち，許可が66件，不許可が 5 件，申請者による取り下げが 5 件である。https://infrastructure.
planninginspectorate.gov.uk/projects/register-of-applications/なお，NSIP には事前申請手続があるため，
事前申請中または申請受理されなかったプロジェクトは上記のリストや件数に含まれない。事前申請中の
NSIP の件数は同庁ホームページ中の下記のプロジェクト検索で確認でき，2018年11月 7 日時点では62件で
ある。https://infrastructure.planninginspectorate.gov.uk/projects/
45 同法でのパイプラインはガス（CO2 流ではない）が対象であり（14 (1) (g)），CO2 流を対象にした NPS も
策定されていないことから該当性は明瞭ではない。
46 CCS の貯留施設は2008年計画法に列挙されていないとともに，英国の貯留施設は12海里の領海外（排他的





























また，CO2 貯留による大気中の CO2 削減効果について社会的受容を高めるためには，大規模排出

























は，当初から大規模事業を想定して実施する必要がある。CCS 指令において CCS の適用対象外と
なる要件はすでに述べたが，例えば米国でも一部の環境影響評価を除外する制度がある。米国のエ
ネルギー省では，2011年に試験プロジェクト等を対象に環境影響評価を免除するカテゴリーを定
めており，CCS における少量（合計50万トン以下の CO2 貯留）の圧入井設置に係る環境影響評価
―  ―
48 U.S. DOE, National Environmental Policy Act Implementing Procedures,76 Fed. Reg. 63795 (Oct. 13,
2011).
49 76 Fed. Reg. at 63796, 63794.
50 ロンドン条約は陸域からの投棄は禁止対象ではないが，日本の海洋汚染防止法は，苫小牧事業のように陸域
からパイプラインで CO2 を海底下廃棄する場合も対象にしている。
51 International Energy Agency, Carbon Capture and Storage: Model Regulatory Framework (2010) at 43.
52 大塚直「CCS（炭素貯留）の法・規制の枠組みの構築―CCS に関する海洋汚染防止法の問題点を中心として」




 貯留のリスク評価から CCS の環境影響評価への枠組み見直し
CCS の特性として，数百年間以上にわたる長期間の CO2 貯留プロセスがある。CO2 貯留プロセ
スの環境影響評価は，CO2 の漏出防止と漏出時の環境影響を最小限にするためのリスク評価が中
心である。特に海底下貯留については，ロンドン条約や OSPAR 条約における洋上50からの CO2
海底下廃棄が原則禁止であることから，リスク評価を満たした場合に貯留許可が認められる枠組み




















54 英国では海底の土地は Crown Estate により管理されており，貯留許可を要する。
55 Ailen McHarg and Mark Poustie, Risk, Regulation, and Carbon Capture and Storage: The United Kingdom
Experience in eds. Donald N. Zillman et al. eds., The Law of Energy Underground at 268.
56 オランダ Barenrecht やドイツの事業が陸域の貯留予定地の近隣住民による大きな反対が生じたのに対し














 フルチェーン CCS を対象とする環境影響評価
上記の及びの中でも指摘したが，CCS の環境影響評価は，貯留プロセスのみを対象にする
だけでは不十分で，事業全体のプロセスを考慮する必要がある。CCS 事業は，大別して CO2 の回
収・輸送・貯留の 3 つのプロセスがあり，CCS 全体プロセスを指す場合にはフルチェーン CCS
（full chain CCS）という用語が用いられる。CCS を特徴づける貯留プロセスは CCS 事業の長期的
なタイムスケールの大部分を占めるため，日本法でも EU 指令でも法的枠組みの中心であり，許
認可手続とリスク評価，長期的責任の取り扱いが定められている。回収や輸送のプロセスについて
は EU でも既存法の枠組みが中心であるが，環境影響評価については CCS 指令によって改正され





境影響評価は別途実施）することも考えられる。一方で，CO2 排出源となる施設と CCS 施設の建
設が別々の時期になる場合には，CCS 施設の環境影響評価が必要になるだろう。特に，大規模貯
留サイトを開発し，複数の CO2 排出源（CCS 施設完成後にプロジェクトへ参加する可能性もある）
―  ―
58 今後の CCS 事業の方向性として，経済産業省で検討されている。経済産業省「CCS の実証および調査事業
のあり方に向けた有識者検討会 報告書」（2018年 8 月）7 頁参照。
から CO2 を船舶輸送して海上から圧入するようなプロジェクト形態58 では，施設完成後に貯留施
設を利用する排出事業者が出現する可能性もあるなど CCS 施設自体の独立性が強いため，CCS 施
設の環境影響評価を独立して実施する必要があると思われる。この場合の環境影響評価の要否につ













した。日本，EU 及び英国の関連を比較検討し，すでに CCS の環境影響評価を導入している英国
の2008年計画法からは，◯全国政策声明書（NPS）によって CCS が政策的に位置付けられ環境影
響評価の審査基準になること，◯ NPS に対して戦略的環境影響評価が実施されること，◯公衆参
加手続が保障されていること，◯フルチェーン CCS を対象にする可能性を有している，点が抽出
された。さらに，CCS の環境影響評価の法的課題と制度導入で考慮すべき点について検討し，
CCS 事業全体でのCO2 収支の評価や，事業全体を考慮に入れた貯留リスク評価から貯留の環境影
響評価への転換等を示した。これらの課題解決のために，事業全体を一体として捉えてフルチェー
ン CCS を対象とする環境影響評価に利点が多いと思われる。各プロセスの施設の建設や操業によ
る環境影響を総合的に評価するとともに，事業全体からの CO2 排出と貯留による削減効果も明確
になり，CCS 事業に対する信頼性確保によって，CCS に対する社会的受容を高める効果が期待さ
れる。
今後の研究課題として，CCS フルチェーンの環境影響評価の具体的事項及び実施の指針の検討
とともに，その実施によって CCS の内在的・外在的課題がどのように解決され，社会的受容性を
高められるのかについて更なる検討が必要と考えている。
